（様式５２）
証　明　願
　年　　月　　日　
島根県知事　　　　　　　　様
　（主たる事務所の所在地）
　　学校法人○○○○
　理事長　
登録免許税法（昭和４２年法律第３５号）第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置の適用を受けるため、下記物件が同法別表第３の１の２の項の第３欄第１号及び第２号（※）に該当することを証明願います。
※物件が、土地（校地）のみの場合は第１号を削除、
　　建物（校舎等）のみの場合は、第２号を削除してください。
記
物件の表示
１　土 地
（１）所在・地番　　
（２）地目・地積　　　　　　　　　　　 ㎡
（３）用　　途　　　　　　　校舎敷地
２　建　物
（１）所在・家屋番号
（２）種類・構造・床面積　　　　　　　㎡
（３）用　　途　　　　　　　校舎等
□提出部数　証明願２部（１部は、登記所提出用）、添付書類各１部
□添付書類

（１）登記事項証明書

（２）校地・校舎等の配置の状況を明らかにする図面

（３）公図の写し

（４）理事会議事録の写し（原本同様議事録署名人の欄に署名もしくは記名押印したものの写し、又は原本と相違ない旨理事長名で証明したものの写し（公印不要））
　　　○金額が少額で、理事会の議決を要しない物件については、不要。

　（５）売買契約書の写し

　　　○新築の建物については、工事請負契約書等

　（６）その他知事が必要と認める書類
